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○財政構造改革基本方針による取組成果について

１．収支不足の早期改善に向けた取組み

年度 主　な　内　容収支改善額

○職員給与の臨時的削減　単年度40億円

職 20 50億円 　・給料月額の10％～7％の臨時的削減措置を実施

員 　・Ｈ20は、削減開始時期を３か月早めて10億円を捻出し合計50億円

給 21 50億円 ○計画を上回る職員数の削減

与 　・Ｈ21は、計画を大きく上回る人員削減により、10億円を捻出

22 50億円 　・Ｈ22も、Ｈ21の前倒し効果が継続

計 150億円
○徹底した重点化を図るとともに、可能な限り事業費を確保

20 12億円 ○本県の要望により、地方道路整備臨時交付金制度が拡充され、より少

公 　ない県負担で事業量を確保

21 24億円 ○地域活性化・きめ細かな臨時交付金をはじめとする交付金や森林整備

共 　加速化・林業飛躍基金などを有効活用し、機動性の高い県単事業を大

22 24億円 　幅に増額

事 ○地域経済の活性化に留意し、特に、非常に厳しい環境にある中山間地

　域のシェアを確保

業 ○県債発行を大幅に抑制し、実質的県債残高・公債費の減少に大きく寄

　与（県債発行額　Ｈ19 6月 292億円 → Ｈ22 当初 194億円 △98億円）　

計 60億円
○政策評価を活用し、事務事業の聖域なき見直し

政 20 31億円 ○内部管理経費等の徹底した縮減・効率化

策 ○「財源ありき」の従来型の手法から脱却

そ 21 41億円 　・とくしま“トクトク”事業の更なる拡充

の 　・実証実験やモデル事業への重点的な取組み

他 22 47億円 　・業務棚卸しの積極的な展開

計 119億円
○職員数減等による人件費の削減

そ 20 92億円 ○特定目的基金の活用

の ○21世紀創造基金の追加充当

他 21 97億円 ○市町村補助金の平準化

工 ○退職手当債など、国により制度化されている地方債の活用

夫 22 107億円

計 296億円
20 185億円 財政調整的基金で対応　Ｈ20  85億円

合 21 212億円 　　　　　　　　　　　Ｈ21  73億円 

計 22 228億円 　　　　　　　　　　　Ｈ22  53億円

計 625億円

２．公債費の抑制に向けた取組み
　①公債費の縮減　～Ｈ18以来、４年ぶりの「800億円台」へ～
　　Ｈ20   918億円　→　Ｈ21   910億円　→　Ｈ22   898億円
　②新規発行県債の抑制　～Ｓ61以来、24年ぶりに「300億円」を下回る～
　　Ｈ20   381億円　→　Ｈ21   311億円　→　Ｈ22   299億円（臨時財政対策債除く）

　③実質的県債残高の減少（臨時財政対策債除く）

　　Ｈ20 7,731億円　→　Ｈ21 7,391億円　→　Ｈ22 6,992億円
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　財　政　中　期　展　望　

　　　　　（単位：億円、％）

　　　区　　　　分 22年度最終 23年度 24年度 25年度

歳　　　入　① 4,699 4,514 4,464 4,491

（対前年度伸率） △5.1 △3.9 △1.1 0.6
一般財源 3,001 2,761 2,708 2,732

（対前年度伸率） 8.2 △8.0 △1.9 0.9
県　　　税 665 645 646 647
（対前年度伸率） △2.8 △3.0 0.2 0.2
地方交付税・臨時財政対策債 1,944 1,823 1,769 1,792
（対前年度伸率） 9.6 △6.2 △3.0 1.3
その他 392 293 293 293
（対前年度伸率） 24.4 △25.3 0.0 0.0

特定財源 1,698 1,753 1,756 1,759
（対前年度伸率） 8.1 3.2 0.2 0.2
国庫支出金 597 491 494 497
（対前年度伸率） △42.9 △17.8 0.6 0.6
県債 220 297 297 297
（対前年度伸率） △34.3 35.0 0.0 0.0
その他 881 965 965 965
（対前年度伸率） 19.9 9.5 0.0 0.0

歳　　　出　② 4,667 4,559 4,581 4,578

（対前年度伸率） 2.0 △2.3 0.5 △0.1
義務的経費 2,700 2,757 2,779 2,776

（対前年度伸率） 0.6 2.1 0.8 △0.1
人　件　費　 1,161 1,200 1,201 1,200
（対前年度伸率） 1.6 3.4 0.1 △0.1

うち退職手当分 118 117 121 122
うち退職手当以外分 1,043 1,083 1,080 1,078

扶　助　費 464 489 511 535
（対前年度伸率） 6.4 5.4 4.5 4.7

うち扶助費 377 395 413 432
うち税関係交付金等 87 94 98 103

公　債　費 898 895 894 868
（対前年度伸率） △1.1 △0.3 △0.1 △2.9
税関連交付金等 177 173 173 173
（対前年度伸率） △1.1 △2.3 0.0 0.0

投資的経費 689 667 667 667
（対前年度伸率） △24.5 △3.2 0.0 0.0

そ　の　他 1,278 1,135 1,135 1,135
（対前年度伸率） 11.9 △11.2 0.0 0.0

収支不足額（Ａ）①－② 32 △45 △117 △87

執行段階節減努力等（Ｂ） 40 40 40

実質的収支不足額（Ａ＋Ｂ） 32 △5 △77 △47

実質的収支不足額（H23～25累計） △5 △82 △129

財政調整基金残高 105 100 23 △24

-18-



-19-



-20-



(1)

(2)

-21-



“
”

(3)

-22-



(1)

23 25 130

57
130

(2)

21 806 26 600

(3)

21 80 26 321

21 73 26 150
21 7 26 171

-23-



(1)

23
62 5

23

57
45

40

(H22.7) H23

14
66

(2)

26 600

21 806 22 777 23 769

61 300

21 311 22 299 23 297

10 12 6,000
22

21 7,391 22 6,992 23 6,700

(3)

26 21
321

21 80 22 121 23 138
40

-24-



 ５ 財政構造改革における具体的方策 

　平成２３年度から２５年度までの３年間において、「１３０億円の収支不足額」を解消し、

併せて「公債費の縮減」と「財政調整的基金残高の充実」を「改革目標」へ着実に近付ける

ため、以下の対策に取り組む。

１　歳入確保対策

項　　目 内　　容 収支改善額

(1) 地方税財政制度 地方税財政制度の充実に向け、国に対し積極的に

　　の充実 「提言」を実施

(2) ふるさと納税 ＰＲの実施や寄附者の「利便性向上」への取組みに

よる歳入確保

(3) 県税徴収率の 徳島滞納整理機構の活用などによる「徴収率向上対

　　向上 策」の実施

(4) 受益者負担の サービスの水準に応じた「受益者負担の適正化」を

　　適正化 実施

(5) 広告事業 「対象施設の拡大」や「掘り起こし」、「既存事業

の拡充」を推進 総額で65億円

程度の収支改善

(6) 未収金対策 「債権管理の適正化」や「未収金削減」に向けた着

実な取組み

(7) 県有財産の 財産の「適正処理」や「売却」、「空きスペースの

　　売却・利活用 貸付」による歳入確保の推進

(8) 特定目的基金 「臨時的な財源確保策」として、これまで以上に柔

　　の活用 軟かつ有効に基金を活用

(9) 特別会計等内部 事業実績を踏まえ、特別会計の規模を見直すととも

　　留保資金の活用 に、これにより生じた「余剰金」を有効利用

(10)宝くじ収益金 「販売促進」や「収益金助成事業」において、新た

　　の確保 な事業展開を推進

(11)新たな収入源 「自動販売機における公募制の導入」など、さらに

　　の確保 工夫を凝らした取組みを推進

(12)県債の活用 「退職手当債」や「行政改革等推進債」を、必要最

小限の範囲で有効活用
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２　歳出改革
項　　目 内　　容 収支改善額

(1) 総人件費の抑制 ①定員適正化

②知事等「特別職給与」の減額、職員給与の抑制等

③非常勤・臨時職員の削減

(2) 事務事業の聖域 ①予算の「節減・平準化」や「重点配分」、「予算

　　なき見直し 　執行段階」での財源確保努力等

②「とくしま“トクトク”事業」や「実証実験」・

　「モデル事業」、「歳出の中から歳入を生み出す

　取組み」などの積極的展開

③民間や市町村などとの「役割分担・連携」の仕組

　みづくり

④徹底した節減努力など「内部管理経費等の見直し」

⑤「外郭団体」の見直し

(3) 「投資的経費の ①投資的経費の「適切な水準」の検討、重点化

　　重点化」と「計 ②「施設のライフサイクルコスト最小化」に向けた 総額で65億円

　　画的な維持補修」　「投資的経費」と「維持補修費」の効果的な予算 程度の収支改善

　　の実施 　配分の検討　

③地元発注機会の増など「県内経済への配慮」

④コストの縮減や「既存ストック」の有効活用等

⑤「大規模事業」の再検討

⑥財源確保の工夫や「国への提言」の実施

(4) 公債費の抑制 ①「県債新規発行」の抑制

②「全国型市場公募債活用」の活用など資金調達の

　効率化

③「格付け」において「全国上位クラス」を堅持

(5) 扶助費をはじめ ①「給付状況」を分析・検討し、適切に制度運用

　　とする「社会保 ②国への政策提言などによる「超過負担の解消」

　　障関係費」の増 ③「健康・長寿対策」の実施

　　大抑制

(6) 特別会計等の ①「中長期的な収支見通し」の検討、「使用料収入

　　経営健全化 　確保」や「用地売却の早期処理」等による早期の

　経営改善

②「事業コストの縮減」や「受益者負担の適正化」

　などによる「持続可能な経営体制」の確立

③「一般会計からの繰入金」の縮減
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